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青年期教育論と職業訓練学

～宮原誠一教育論と大衆的青年期教育論の方法論に焦点をあてて～

東京大学教育学研究科　博士課程1年　植上一希

問題意識と目的

　本報告の目的は、田中萬年氏の「「職業訓練学」の位置と構造」論文において、報告者が重要だと考える点を、報告者なりに深めていくことにある。

　田中萬年氏「「職業訓練学」の位置と構造」については、さまざまな評価がなされているが、報告者が田中論文の核と考えるのは次の2点である。

1 職業訓練（学）の目的を、職業的自立支援においている点。

2 職業訓練（学）という概念により、従来の「教育」「成人教育」概念などの相対化をはかっている点。

そして、もう一点注意すべき点がある。それが、田中氏の宮原誠一への注目である。上掲論文にとどまらず、田中氏は一連の論文で宮原誠一の叙述
を引用し、教育学で唯一、職業教育を教育の主目的に挙げた人物として高い評価をしているのである。

上述の2点が、田中氏の「職業訓練学」を方法的に大胆で動的なものにしているのであるが、その大胆さが宮原誠一の方法論に通じるのではないか、宮原の方法論に示唆を受けたものではないのか、というのが第一の関心である。その点を、探るために第一の課題として、宮原誠一の方法論を中心にその教育論を整理したい。

第二の関心が、田中氏の叙述にあるように宮原以降の教育学における職業教育への関心の低下である。この点に関しては先行研究も多いが、ここでは、宮原誠一青年期教育論が後継者たちに受け継がれ、また批判されていくなかで、宮原の有していた大胆な方法論とともに学校教育以外への視点がなくなっていたということを示したい。これが第二の課題である。

この2点をふまえることで、田中氏の提起する職業訓練学の方法が、現代の青年期教育論を再編成していくうえで示唆に富むことを明らかにすることが本報告の目的である。

１．宮原誠一教育論

原点としての諸二元的対立の克服

　「私は学問や外国語を学ぶ雰囲気のなかでこのように高等学校の生活をたのしんでいるのに、この人たちはそのような精神的な生活をまったく知らないで苦しい労働をして毎日をすごしている。」

　「社会にとってなくてはならないたいせつな労働に従事している人びとが、精神的な生活から遮断されて肉体労働にとじこめられている。その一方では、肉体労働をまったく知らない少数の人々が精神だけの生活に隔離されている。精神と肉体とのこの分裂はおかしいのではなかろうか」

　そうした事実を発見した青年時代の宮原は、「いまの学校教育というやつはなにか根本的に間違っているのだ」
というナイーブな問題意識を獲得する。この宮原のナイーブな問題意識を確信的なものにしたのが、デューイとの出会いであった。

　「そこには労働と閑暇、身体的労働と精神的活動の二元的分裂こそが、ギリシャいらいの人類の文化の悲劇であり、この二元的対立を止揚するためにはたらくことが、これからの新しい教育の任務であると説かれていた。いまの学校教育は現在の産業組織を立脚点とするもので、資本家階級と労働者階級との分立を永続化しようとする傾向をもつものだとも説かれていた。」
　

　宮原は、教育における青年の二元的分裂（学生青年と勤労青年）、有用な労働を準備する教育と閑暇の生活のための教育との対立、中等教育と青年教育の制度的対立など、教育における諸側面の二元的対立の基底としての、精神労働と肉体労働の分裂、階級分裂という捉え方を、デューイからまず学ぶこととなったのである。そして、この一連の二元的対立の止揚こそが、宮原の教育研究の問題意識の出発点であり目的となったのである
。
「形成」・「社会教育」概念による「教育」・「学校教育」の相対化

　「デューイは、自身がくみこまれ、そして終始一貫かれの関心の中心に位置していた労働者が組みこまれている歴史的な生産関係にたいしては、不思議なくらい観念的であった。」

　宮原は、教育の二元的分裂とその基底にある社会（労働・生産関係）における二元的分裂という枠組みをデューイから受け継いだ。しかし、肝心のデューイはその「主観的観念論」
という本質的性格より、学校と社会における矛盾の止揚を、心的傾向の改造＝教育的過程での改造に帰してしまう
。そうであってはならない。デューイの欠点を、「教育」と「学校教育」の絶対視にみた宮原は、「形成」と「社会教育」という概念を得ることによって、その限界を克服するのである。

　宮原における「形成」概念と「教育」概念の区別
、さらには「学校教育」概念と「社会教育」概念の区別
はともに関連して必要な作業であった。すなわち、前者の区別によって、われわれは、「教育」には解消し得ない広大な「形成」の領域を発見し（＝＜「形成」概念を介しての「教育」概念の相対化＞）、後者の区別によって、「学校教育」にとどまらない教育の領域を発見する（＝＜「社会教育」概念を介しての「学校教育」概念の相対化＞）のである。そして、二つの相対化により、絶対視されやすい「教育」もしくは「学校教育」にとどまらない、総合的な改革＝教育の再編成の視点を得ることが出来たのである。

「職業教育」重視への帰着

　丸山真男との対談における、「すべての教育は職業を目的とする教育と考えたい」という宮原の発言は、こうした宮原の葛藤をくぐって出てきた発言であろう。「すべての教育」という言葉には、現実の「学校教育」にとどまらない教育全体の視野があり、「職業を目的とする」という言葉には、本来の宮原の目的たる二元的対立の止揚が含まれていると見て取れる。一連の二元的対立の止揚を、狭い「学校教育」にとどまらず、教育全体、さらには社会改造をも含んで志向する宮原の方法が、この発言に帰着したのだと思われる。
宮原青年期教育論の結実

　では、宮原の考えは、どのような教育構想として展開されたのであろうか。

生産教育論、社会教育論、平和教育論から構成される教育計画論の提唱を50年代に行ったのち、宮原は時代の反動化とともに、制度論のレベルから、次第に教育要求の組織化の問題へと研究の重点をシフトさせていった。自身の社会教育のフィールドでの農村青年との出会いから、勤労青年の間での「権利としての教育の感覚」の芽生えを感じ取り、そこを出発点に新たな教育論を展開し始めたのである。それが、青年期教育論である。

宮原は『青年の学習』の「序文」で次のように論じている。

　「われわれは働く青年の教育を研究の対象としている。それは、学校教育制度の枠のそとでいわゆる勤労青年教育を問題とする仕方とはまったく逆に、学校教育制度を正面からとりこんで義務教育終了後の青年全体の教育を再編成する予想のもとにその手掛りとして働く青年の教育を研究対象の中心軸とすることを意味している。」

　それでは、なにゆえに、働く青年の教育が研究対象の「中心軸」になりうるのか。宮原は続ける。

　「とくに現在わが国では教育におけるすべての矛盾のしわよせが働く青年のうえに集約されており、働く青年の教育の問題のなかに、直接には青年全体の教育の、ひいては国民教育全体の秘密を解く鍵が蔵されている、とわれわれはみるのである。」

　

　こうした視点から青年期教育研究に踏み込んだ宮原は、技術革新の進展に象徴される生産力の発展が、「精神労働と肉体労働の統一」の潜在的可能性をおしひろげ、教育における民主主義の思想の発展とあいまって、「権利としての青年期教育」の実現を国際的潮流たらしめていると分析し、そのうえでその具体的な方策を18歳までの青年とそれ以後の青年の二つの段階に分けて提言した。すなわち、18歳までについては、「完全な中等教育をすべてのものに」の原則にしたがって志望者の高校全員入学の実現されるべきであり、高校の教育内容も「生産的な一般教育」を基礎として、すべての青年にふさわしい国民的教養の「最小必要基準」を与えるものとして改革・再創造されるべきこと、そのうえにたって18歳以後の「年長青年」は若い成人として捉え、その学習は職場や地域における労働者教育、自己教育運動と、大学・公的社会教育など学校的形態の諸機関で保障されるべきだ、ということである。

　田中萬年氏も指摘するように、やや中等教育に重点がおかれた提起になっているものの、学校教育にとどまらず、全体的な視野で、「職業教育」（ここではこういう言葉は用いられていないが）を軸に教育の目的が展開されていたと言ってよいだろう。

２．宮原以降の青年期教育論

60年代に提起された宮原誠一の青年期教育論は、その後、小川利夫や木下春雄によって発展的に継承され70年代末まで教育学において中心的な位置を占めていたと考えられる。もちろん、現在においても小川利夫の活動は活発であり、また90年代の初頭の雑誌『教育』　においても宮原青年期教育論を鈴木聡が論じているように、宮原の影響は残っているが、現在の「青年期教育」研究において中心にあるとは言いがたい。

　では、青年期教育研究における宮原との断絶はどこにあったか、そこでなにが起こったのか。この点を検討するのが次の課題である。

大衆的青年期教育論の台頭～太田・大串論文の検討

　1980年、教育科学研究会青年期教育部会の中心人物であった太田政男と大串隆吉の二人が雑誌『教育』（80年12月号）に「青年期教育論の再検討～80年代の青年期教育研究をふかめるために」を発表した。彼らの議論のポイントは次の点にある。

　

章立て

1、 宮原・青年期教育論の提起したもの

2、 労働における「構想と実行の分離」

3、 高学歴化の矛盾と青年期教育の可能性

4、 高校教育の目的をめぐって

5、 高校生の学力と教養

1 宮原が理論の前提とした「青年期の二重構造」、そしてその根拠たる「精神労働と肉体労働の分裂」というものが、そのありようをかえている。前者においては、量的には高校進学率が95％を越えており、「勤労青年」という概念は現実的に根拠を失っている。また、後者においては、宮原の用いた古典的表現よりも「構想と実行の分離」
という言い方のほうが、今日の青年をとりまく労働の実態によりふさわしい。

2 この「構想と実行の分離」こそが今日的問題であり、その統合のためには、現実の労働の内容と矛盾する「構想能力の形成と構想能力形成のための科学的方法の獲得」を高校教育はめざさなければならない。

1節で論じたように、宮原の青年期教育論は、働く青年と学生青年という二つの青年期の分裂と、その根拠としての肉体労働と精神労働の分裂という事態を理論的前提としていた。それに対して、太田・大串論文は、高校段階において、働く青年の学生青年という形では青年期の分裂の事態がとらえられなくなってきている状況と、そして、その基礎をなす現実の労働過程のありようの変化を提示して、理論的前提を失った宮原青年期教育論を否定し、対置として「構想と実行の統合」を理論的前提とすえるのである。また、すでに、青年期の二重構造は形を変え（＝大衆的青年期＝高校全入状況）ているのであるから、研究の中心軸も、宮原の青年期教育研究の中心軸であった「働く青年の教育の問題」ではなく、「高校生」の問題におかれる。そうした、理論枠組みが立てられた上で、高校に焦点が絞られ、しかも「現実の労働の内容と矛盾する」ような「構想能力」の形成が教育目的として論じられるのである。

　
大衆的青年期教育論～学校教育以外への視点の喪失
　この太田・大串論文が起点となって、青年期教育研究にあって宮原的方法から、「大衆的青年期教育論」的方法へ中心がシフトしたことは間違いないだろう。その後の教育科学研究会青年期教育部会の当時の若手研究者たち（関口昌秀、乾彰夫、鈴木聡ら）
の研究動向を見ても、基本的には「大衆的青年期教育論」的な視点によって研究を進めている。

　では、「大衆的青年期教育論」はいかなる視点を持っているのか。また、そのために宮原青年期教育論から喪失したものは何か。それを問う必要がある。

　第一に注目すべき点は、「高校教育＝学校教育」への視点の集中＝「学校教育」以外への視点の喪失である。太田・大串論文が理論的前提とするように、高校進学率が95％を越えた状況にあって、残りの5％たる学校青年以外の問題は大きな問題ではなくなった。むしろ、その95％のなかにおける格差の問題（＝エリート校と底辺校の問題など
）、もしくはその「真ん中部分」
の問題を「問題」としてとらえるようになったのである。もちろん、こうした問題認識自体は、時代的状況に応じたものであり、報告者も同感する。しかし、問題は、こうした「問題」認識の方法に応じて、「教育問題」を捉える視野、教育の再編成を志向する視野が、「高校教育＝学校教育」に限定されてしまったことにある。太田・大串論文においても、提言の中心は高校教育であり、またその他の論者においてもほとんどが学校教育の領域に提言の域がとどまっている。宮原誠一教育論の核心であった、「形成」と「教育」、「社会教育」と「学校教育」の区別による、大胆で動的な方法論の魅力が、「大衆的青年期教育論」においては、宮原の「二元的対立の止揚」という原理・原則の一側面を否定することによって、喪失されてしまったのではなかろうか
。

　第二に、第一の点と関わって、目的とする教育内容の質的変化の問題がある。宮原においては総合的に、つまり学校教育と広い意味での社会教育によって教育を考える志向性により、「すべての教育は職業を目的とする」というテーゼが構想的にもほぼ矛盾なくおさまっていたと思われる。しかし、「大衆的青年期教育論」においては、その「教育」を「学校教育」に制限してしまったために、その教育内容も「労働と教育の統合」という方向をとりえず、むしろ「矛盾」の拡大に向かってしまったのではなかろうか。確かに、太田・大串の提起する、「現実の労働の内容と矛盾する」ような「構想能力」の形成は、矛盾の深まりがやがて矛盾を止揚するという議論としては理解できる。しかし、「教育」が「高校教育」で終結してしまうという構想のもとで、「矛盾」する能力のみを獲得させることは、現実的には、決して「構想と実行の分離」の解決には至らない。よりリアルな「職業的能力」や学校卒業後のもうひとつの「教育」のことまでを視野に入れない限り、そうした提言は、理論上のものになってしまうのではなかろうか。

３．まとめにかえて

　現在、若者をめぐる「教育」の「問題」としては、「大人になるということ」が中心的に問われている。特に、フリーター急増の現象にあらわれているように、それは職業や労働との関わりで問われる問題であり、まさに「職業的自立」とはなにか、そして「職業的自立」を支援するあり方が模索されなければならない。また、そのためには、「教育」を「学校教育」に限定せずに、広い視野で検討して行く必要がある。

　宮原以降の大衆的青年期教育論の方法では、この点に関してふみこみが弱かったといえるだろう。もちろん、「問題」が顕在化する以前はそれは「問題」とはなりにくかった。しかし、いまや「問題」が顕在化して以上、研究の方法が改めて問われなければならない。

　そのとき、田中萬年氏が指摘するように、もう一度宮原誠一の教育論の方法論を再検討する必要があるのではなかろうか。そして、宮原の方法論を現代的に継承している（と思われる）田中氏の方法に学ぶ必要があると考える
。

　ただし、田中氏の議論にもいくつかの疑問がある。最後にその点をあげて報告を終わりたい。第一が、田中氏の議論の中核となる「職業的自立」とは何か、という点である。報告者の見た限りでは、直接「職業的自立」について田中氏が述べられているところはない。この点が曖昧なままであると、田中氏の議論自体が構造化されないと思うがどうか。

　第二が、田中氏における「（職業）訓練」「教育」概念の明確化の問題である。現在の「教育」を相対化する概念としても「（職業）訓練」概念の提起は非常に重要であると考えるが、論文ではいまだ概念の明確化が不十分である印象をうける。また、「教育」概念についても、「社会教育」に触れられてはいるものの、非常に強く「学校教育」が意識されていると思う。このあたりの整理の必要があるのではなかろうか。

　

（以上）

　

� 「私は大胆にすべての教育は職業を目的とする教育と考えたいのです。人間教育すなわち職業教育です。」～「教育の反省」1948．論集5巻。


� 論集５巻「教育への反逆」p351．


� 同上、p352．


� 同上．


� 同上、p355．


� 小川利夫や佐藤一子など、諸氏が宮原を論じる際必ず触れるのが、この宮原の出発点における経験である。小川は「エートス」「モラル」「ヒューマンな感性」として、こうした宮原の出発点を評価している。（小川利夫教育論集4巻p110など）


� 論集5巻「悩みなき教育への背反」p346．


� 『学校と社会』p176　


� 同上、p185．


� 論集1巻「教育の本質」


� 論集2巻「社会教育の本質」


� 宮原誠一編『青年の学習』国土社、1960年、p．1．


� この、「構想と実行の分離」というタームは、H．ブレイヴァマン『労働と独占資本』（岩波書店、1978．）に依拠している。ちなみに、ブレイヴァマンは次のように述べている。


「このこと（労働過程の非人間化）は精神労働と肉体労働の分離という、より一般化した言い方で呼ばれるよりもむしろ、実行からの構想の分離の原則と称されるべきものである。」


� 関口昌秀「大衆的青年期における「階層問題」の性格」＜日本教育学会『現代日本の発達と教育』４集、1986．＞


　乾彰夫「「戦後日本型青年期」とその解体・再編」＜『ポリティーク』3号、旬報社、2002．＞


　鈴木聡「「青年期教育の再編成」論の今日的視点」＜『教育』1990年6月号＞など。


　


� 実際、90年6月号の『教育』はこの問題を特集している。また、前掲鈴木聡論文では、「「教育困難校」といわれる学校の生徒たちのかつてないほどに否定的な姿のなかに、「権利としての教育の感覚」のうらがえしの姿をみてとることはできないでしょうか」と述べ、かつて宮原が勤労青年に求めたものを、「教育困難校」の生徒に求めるという方法を提起している。


� 『教育』2001年2月号、藤岡貞彦、小川利夫、堀尾輝久らの対談における、鈴木聡の発言。


� 実際、関口自身、「「大衆的青年期論」はどこに教育の根本矛盾をみるのか。残念ながら、今、ここにこういう矛盾があるというように、それを積極的な形で展開することはできない。」と論じている。前掲、関口。


� ちなみに報告者は、一つの試みとして専門学校の研究を行っている。しかし、いまだに理論的枠組みはできていないのが現状である。ただし、いまや70万人を越える専門学校生の研究は青年期教育研究の中心にきてもよいはずだろう。この点に関して、専門学校を「職業訓練学」ではどう考えるかも、議論していただけたら、と思う。～また、そういう意味では倉内史郎氏の研究をどう位置づけるかなども議論になると思う。
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